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自営等BWAの『準同期TDD※）』運用について
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※）【BWAの準同期TDD（考え方）】
• 自営等BWAの周波数帯で、ローカル5Gで実現している『準同期TDD』と同様に、非同期運用する場合の
干渉調整を簡素化するため、全国BWA/地域BWAの同期TDDとスロットのタイミングを一致させたまま、
上り/下りスロットのパターンのみを一部変更する方式

• 非同期運用として利用ニーズが多い「上りスロットの比率が高いＴＤＤパターン」の実現が可能
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伊江村

ｼﾞｬﾊﾟﾝｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ

• 全国で111事業者
314自治体
人口カバーエリア54％超

地域BWAの普及状況

3※）出典：総務省・電波利用ホームページの公開資料を基に作成
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『新世代ﾓﾊﾞｲﾙ通信ｼｽﾃﾑ委員会』における活動状況

• BWA/L5G全般で技術検討や運用検討に関わる

４つの作業班

4出典：情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会技術検討作業班（第29回）会合の資料（2022年11月30日）より一部を抜粋して活用

BWAでeMTC導入
2017/5

BWAの5G化
2020/3

L5G/自営等BWA導入
2019/6

BWAでドローンの要望
2020/3

BWA/L5Gで
レピータ、フェムトセル、HPUE導入

2022/11/30

L5G/自営等BWAで
より柔軟な運用
2022/10/21

BWA/L5Gで
ドローン等の要望
2022/10/31

① ③②
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①技術検討作業班

• BWA等の高度化・・・5Gレピータ/フェムトセル/HPUE

5出典：総務省 情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会技術検討作業班会合資料より（2022年11月30日）

4.8GHz/28GHz (L5G)
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①技術検討作業班

• BWA等の高度化・・・5Gレピータ/フェムトセル/HPUE

2022年11月30日の会合で了承された

地域BWA/ローカル5G ・・・全国キャリアと共通の技術スペック

免許について（想定）
陸上移動中継局 ：基地局免許と同様の扱い

小電力レピータ、フェムトセル基地局、HPUE ：包括免許

6

新たな5G機能
BWA（2.5GHz帯）

［地域限定の広域利用］
ローカル5G

［自己土地利用］

地域BWA 自営等BWA Sub6帯 mmW帯

中継局
・陸上移動中継局（屋外）
・小電力レピータ（屋内）

導入 導入
導入

※陸上移動中継局は、
屋外4.8-4.9GHz帯のみ

導入

ハイパワー端末（HPUE） 導入（+6dB） 導入（+6dB）
導入（+3dB）

※4.8-4.9GHz帯のみ
導入（+12dB）

フェムトセル基地局（屋内） 導入
免許エリア内の電波改善

導入
免許エリア内の電波改善

導入
免許エリア内の電波改善

導入
免許エリア内の電波改善

・・・制度化は？
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②ローカル5G検討作業班

• ローカル5G等のより柔軟な運用に向けた検討

7

①基地局の移設
自営等BWAも適用
となるよう要望
（林業など一次産業
分野での支援を想
定）

出典：総務省情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会 ローカル5G検討作業班会合資料より（2022年2月18日）

②定期検査の簡略
自営等BWAも適用
となるよう要望
（定期検査時の測
定の省略を要望）

③④その他【追加】
自営等BWAも適用
となるよう要望
他者土地の移動
制限の緩和
公道・河川等をま
たぐ自己土地扱い
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②ローカル5G検討作業班

①免許手続きの簡素化（委員会報告）
 自己土地で屋内設置の基地局の移設は“届出”で可能

 自己土地で屋外設置の基地局についても移設が容易に
 ﾎﾟｲﾝﾄ①：自己土地内であれば、移設は“届出”が可能となる

 ﾎﾟｲﾝﾄ②：要望していた自営等BWAについては先送り課題に‼

8

こ
れ
ま
で

自己土地利用で、屋内設置の基地局であれば、“移設”は容易にできる

こ
れ
か
ら

（敷地内の）屋外設置であっても、ローカル5G基地局の“移設”が容易になる

出典：総務省 情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会 ローカル5G検討作業班会合資料より（2022年6月27日、2022年10月21日）

・・・制度化は来春以降（想定）
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②ローカル5G検討作業班

②定期検査の簡素化（委員会報告）

 一定の条件を満たす基地局は定期検査時の測定が省略

 自営利用であれば、定期検査（測定項目）の条件を緩和

ﾎﾟｲﾝﾄ①：24h365dの保守運用体制は不要（運用時のみの保守）

ﾎﾟｲﾝﾄ②：定期検査時の『周波数・空中線電力』測定が省略可能

9出典：総務省 情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会 ローカル5G検討作業班会合資料より（2022年10月21日）

（4G、5G、BWA含む）

自営等BWAも対象となった

・・・制度化は来春以降（想定）
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②ローカル5G検討作業班

③他者土地における移動制限の緩和（委員会報告）
 港湾等の水面を含む「他者土地利用」でニーズが出てきた
 陸地も含め「他者土地利用」における移動制限を緩和する

 ﾎﾟｲﾝﾄ①：『業務区域』が『自己土地』を越えることが普通になる
 ﾎﾟｲﾝﾄ②：ただし、『自己土地利用』は『他者土地利用』に優先する

10

これまで・・・厳格な『自己土地利用』 これから・・・『他者土地利用の緩和』

他者土地

自己土地

カバーエリア

調整対象区域

【これまで】
自己土地内では端末を自由に移動できた
他者土地では端末固定の制限があった
※）他者土地利用が無秩序に増加するのを防ぐため

他者土地

自己土地

【これから（ローカル5G）】
自己土地を越えて業務区域を設定すれば・・・
他者土地であっても、業務区域内は端末が適
切に管理されているとみなされ、移動が可能

業務区域
（端末の移動範囲）

【これまでの解釈】
業務区域≒自己土地内

出典：総務省 情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会 ローカル5G検討作業班会合資料より抜粋・加工して利用（2022年10月21日）

『自営等BWA』についても、NSAによるアンカー運用
を視点に要望したが認めてもらえず先送りに・・・

制度化は来春以降（想定）
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②ローカル5G検討作業班

④複数の自己土地に挟まれた公道・河川等の扱い

2020年度の制度改正でローカルGでは『自己土地扱い』に

自営等BWAについても、アンカー利用時の整合性を視点に要望

11

『自営等BWA』では認めてもらえず先送りに・・・
出典：総務省 情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会 ローカル5G検討作業班会合資料より（2022年10月21日）
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③上空利用検討作業班

• BWAとしての要望の経緯

第3回作業班会合で『地域BWA』として要望（2019/9/5）

ドローン利用ニーズの増加（自営的な利用）
地域BWAの普及に合わせて

» ◎農業・林業分野（携帯圏外）・・・空撮（生育管理など）、農薬散布

» 港湾エリア（ストックヤード、工場敷地内など）・・・盗難監視

当面は実証事業の位置付けでの利用を想定
『実用化試験局制度』を活用（商用基地局エリア内で利用）

上空利用における課題

TDD遠方捕捉問題※1）

TDD方式の上空利用は、遠方捕捉問題を解消する方策の議論が必要

12出典：総務省 情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会上空利用検討作業班会合資料より（2019年9月5日）

2020/12、携帯キャリアのFDD-LTE帯で実用局化へ

※1）LTE（TDD）では、最小で6㎞までは伝搬遅延を補償する仕組
みがある。上空端末をTDD帯域で運用した場合、上空端末の送信
波が最短で6㎞離れた地上端末に干渉波として届く可能性がある。

自営等BWA制度化の前
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③上空利用検討作業班

• 第9回作業班会合（2022/10/31）

FDD-LTEで『高度150m以上』 『NR化』の上空利用が了承

本検討において、BWA帯（2.5GHz帯）も併せて共用検討を実施
地表から高度1500mまで：共用可能（上空端末用の送信電力制御が必須）

TDD方式における遠方捕捉問題の解決手法：

13出典：総務省 情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会上空利用検討作業班会合資料より（2022年10月31日）

『BWA』は、次期作業班で「5G/L5G」と合わせて制度化へ（想定）

ただし移動局は
200mW（23dBm）

『BWA』は先送りに…
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その他
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自営等BWAの『準同期TDD』運用について

• 現状、当協議会としての“具体的な動き”はありません

理由①：地域BWAにおいては、ニーズがほぼ無い

理由②：非同期運用では『ガードバンド5MHz』で検討済み

10MHz帯域幅の運用では、準同期パターン（UL：DL=1：1等）のメリ
ットが活かせない

ガードバンド０（≒20MHz幅）の運用については、準同期における全
国BWAとの共用検討が必要

理由③：『事業者間調整』の整理が必要

全国BWA：協議の上、事業者間調整マニュアル等の整備が伴う

地域BWA：これは比較的容易と想定
「自営等BWAは二次業務の扱い」「都市部以外はエリアが重なりにくい」等

15出典：総務省 情報通信審議会新世代モバイル通信システム委員会上空利用検討作業班会合資料より（2022年10月31日）

今後、関係者の皆さまと協議の上、検討を進めたいと思います!!
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EOF


